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第第３３章章    アアンンケケーートト結結果果集集計計及及びび分分析析  
   

 

１１    国土交通省マンション総合調査との比較 

 

（１）国土交通省マンション総合調査（令和５年）との比較 

アンケートの調査結果は、以下のとおりである。 

調査結果の検討にあたっては、令和５年度マンション総合調査（以下、国調査（令和５年度））

の結果と比較し、「マンション居住の状況」及び「マンション管理の状況」、「管理組合の運営

等」の３項目について考察した。 

なお、アンケート調査の各項目の結果については、参考資料に記載している。 

 

１）マンション居住の状況 

①賃貸戸数割合 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、賃貸戸数割合が「０％の管

理組合」の割合が全国平均より 10.5 ポイント高くなっている。 
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図 3-1 賃貸戸数割合 

 

②空室戸数割合 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）と比較すると、空室戸数割合が「０％の管理

組合」の割合が、14.6 ポイント高くなっている。 
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図 3-2 空室戸数割合 
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③空室のうち、所在不明・連絡先不通戸数割合 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）と比較すると、空室のうち、所在不明・連

絡先不通戸数割合が「20％超の管理組合」の割合が、11.4 ポイント高くなっている。 
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図 3-3 空室のうち、所在不明・連絡先不通戸数割合 

 

２）マンション管理の状況 

①長期修繕計画の作成 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、長期修繕計画を「作成して

いない」管理組合の割合は、40.0 ポイント低くなっている。 
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図 3-4 長期修繕計画の作成 
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②修繕積立金制度の有無 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、「修繕積立金を徴収してい

ない」管理組合の割合は、5.0 ポイント高くなっている。 
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図 3-5 修繕積立金制度の有無 

 

③月当たりの修繕積立金収入額 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、月当たりの修繕積立金収入

額が「～50 万円/月」の管理組合の割合は、51.3 ポイント高くなっている。 
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図 3-6 月当たりの修繕積立金収入額 

 



３-4 

④現在の修繕積立金の徴収額を決めた根拠 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、現在の修繕積立金の徴収額

を決めた根拠が「長期修繕計画で算定された必要額」である管理組合の割合は、31.1 ポイ

ント低くなっている。また、「分からない」が 26.7％、「近隣の他のマンションの金額を参

考にして」が 8.7％となっている。 
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図 3-7 現在の修繕積立金の徴収額を決めた根拠 

 

⑤直近の修繕積立金の増額の状況 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、直近の修繕積立金の増額の

取組み状況が「計画通りの額まで増額ができた」管理組合の割合は、30.0 ポイント低くな

っている。また、「引き上げはできたが計画通りの額までは増額できなかった」が 37.8％、

「増額を検討したことも、実施したこともない」が 25.2％となっている。 

 

31.1 

61.1 

37.8 

27.1 
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3.7 

25.2 
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令和6年度調査
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（119件）
（37件） （30件）

（697件）
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（45件） （7件）

（189件）（26件）

 

図 3-8 直近の修繕積立金の増額の状況 
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⑥老朽化対策についての議論の有無及び議論の方向性 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、マンションの老朽化対策に

ついて「議論を行っている」管理組合の割合は全国平均と同程度となっている。 

また、老朽化対策の議論の方向性について「修繕・改修の方向で議論し、具体的な検討

をした」管理組合の割合は、14.9 ポイント高くなっている。 
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71.4 
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令和6年度調査
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（404件）
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図 3-9 老朽化対策についての議論の有無 
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建替えの方向、修繕・改修の方向の両方で議論し、建替えの方向で具体的な検討をした
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図 3-10 老朽化対策についての議論の方向性 
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⑦マンションで生じている建物の課題 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、マンションで生じている建

物の課題では、「屋外階段の腐食・劣化」及び「消防・防災設備の劣化・故障」が 30.1 ポ

イント、「鉄筋の露出・腐食」が 29.8 ポイント、「漏水や雨漏り」が 26.1 ポイント、「外

壁や供用廊下のひび割れ」が 23.7 ポイント高くなっている。 
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外壁や共用廊下のひび割れ

鉄筋の露出・腐食

屋外階段の腐食・劣化
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その他の建物の外観等の問題

床や天井のたわみ・変形

雨漏り

その他建物内部の問題

水道水から赤水発生

洗面台や台所、流しの排水の詰まり

浴室やトイレの排水の詰まり

給排水管の老朽化による漏水

ガス管の劣化･腐食

電気設備の劣化･故障
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テレビ共同受信設備の劣化･故障

消防･防災設備の劣化･故障

その他の配管・設備等の劣化・故障

令和6年度調査 国調査（令和5年度）

（31件）

（262件）
（59件）

（477件） （3326件）

（493件）

（36件）
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（41件）
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（110件）

（18件）
（199件）

（9件）
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（31件）
（315件）

 

図 3-11 マンションで生じている建物の課題（複数回答） 
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⑧マンションの管理適正化・再生に向け、自治体に望む支援 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、マンションの管理適正化・

再生に向け、自治体に望む支援では、「修繕に関する費用の助成」が 70.3 ポイント、「修

繕や建替えに係る融資支援等の情報提供」が 50.0 ポイント高くなっている。 
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6.1 
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6.1 
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建替えや敷地売却に関する費用の助成
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マンション管理士の派遣

建替え・改修アドバイザーの派遣
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令和6年度調査 国調査（令和5年度）

（82件）（34件）

（232件） （346件）

（22件）

（4件）

（20件）

（13件）
（21件）

（17件）
（10件）

（2件）
（16件）

（13件）
（59件）

（6件）

（22件）

（49件）

（2件）
（152件）

（6件）

 

図 3-12 マンションの管理適正化・再生に向け、自治体に望む支援（複数回答） 
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３）管理組合の運営等 

①管理組合の総会の開催状況 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、管理組合の総会の開催状況

として「年に２回以上開催」が 8.1 ポイント高くなっている。一方、「ほとんど開催して

いない」及び「開催したことがない」の割合が 4.3％となっている。 

 

14.7 

6.6 

81.1 

93.4 

4.0 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

国調査（令和5年度）

年に２回以上開催 年に１回開催

ほとんど開催していない 開催したことがない

（380件）
（56件） （308件）

（1530件）
（101件） （1429件）

（15件）

（1件）

 

図 3-13 管理組合の総会の開催状況 

 

②外部専門家の活用状況 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、外部専門家の活用状況とし

て「活用したことがない」が 23.4 ポイント高くなっている。また、「弁護士」や「建築士」、

「マンション管理士」等の専門家の活用割合は、全国平均と比べ低くなっている。 
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2.8 

9.7 

0.3 

2.8 

1.9 

0.3 

4.1 

1.3 

79.7 

15.4 

16.5 

14.6 

1.1 

4.5 

2.9 

1.1 

14.6 

3.5 

56.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

弁護士

建築士

マンション管理士

公認会計士

税理士

司法書士

行政書士

管理業務主任者

その他

活用したことがない

令和6年度調査 国調査（令和5年度）

（358件） （1961件）

（29件）
（231件）

（9件）
（248件）

（31件）
（219件）

（1件）

（17件）

（9件）

（68件）

（6件）
（43件）

（1件）
（17件）

（13件）

（219件）

（4件）
（52件）

（255件）
（847件）

 
図 3-14 外部専門家の活用状況（複数回答） 
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③大規模災害への対応状況 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、大規模災害への対応状況と

して「消防設備等の点検を実施している」が 14.6 ポイント高くなっている。一方、「防災・

災害対応策に関する情報を収集・周知」や「定期的に防災訓練を実施」等の取組みは総じ

て全国平均より低くなっている。 

 

6.4 

14.9 

87.9 

6.4 

5.5 

6.9 

13.3 

10.2 

20.2 

42.0 

73.3 

22.8 

17.1 

17.5 

57.0 

2.0 

12.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

災害時の対応マニュアルを作成

定期的に防災訓練を実施

消防設備等の点検を実施している

防災用品や医療品･医薬品を備蓄

非常食や飲料水を備蓄

自主防災組織を組織している

防災・災害対応策に関する情報を収集・周知

その他

特に何もしていない

令和6年度調査 国調査（令和5年度）

（23件）
（304件）

（54件）
（632件）

（318件）
（1104件）

（23件）
（344件）

（20件）
（257件）

（5件）
（263件）

（48件）
（858件）

（30件）

（37件）

（184件）

（548件） （3976件）
 

図 3-15 大規模災害への対応状況（複数回答） 

 

④トラブルの発生状況 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、「費用負担に係るもの」が

19.5 ポイント、「居住者の行為、マナーをめぐるもの」が 15.4 ポイント低くなっている。 

 

29.3 

51.6 

29.6 

2.4 

6.6 

19.2 

7.3 

8.4 

9.8 

17.8 

67.0 

35.1 

1.3 

11.5 

14.8 

26.8 

9.0 

18.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

特にトラブルは発生していない

居住者間の行為、マナーをめぐるもの

建物の不具合に係るもの

マンション管理業者に係るもの

近隣関係に係るもの

管理組合の運営に係るもの

費用負担に係るもの

管理規約に係るもの

その他

令和6年度調査 国調査（令和5年度）

（24件）
（129件）

（28件）
（265件）

（21件）
（385件）

（55件）
（213件）

（19件）
（165件）

（7件）

（19件）

（85件）
（504件）

（148件）

（961件）

（84件）

（255件）

（471件） （2896件）
 

図 3-16 トラブルの発生状況（複数回答） 
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⑤今後、管理運営をしていく上での不安な点 

県下のマンションは、国調査（令和５年度）に比較すると、全般的に低い傾向にあるも

のの、「高齢者や単身者の孤独死など」は 12.7 ポイント高くなっている。 

 

57.5 

23.8 

4.7 

3.7 

2.3 

14.7 

37.8 

23.8 

20.1 

25.1 

7.7 

9.4 

7.0 

2.0 

12.7 

1.3 

23.4 

65.2 

52.2 

13.5 

4.6 

1.4 

13.5 

44.8 

31.2 

30.3 

30.0 

9.2 

18.0 

19.1 

1.0 

2.2 

8.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

区分所有者の高齢化

居住者の高齢化

賃貸住戸の増加

所有者不明住戸の増加

居住目的外利用の住戸の増加

管理費等の未払いの増加

修繕積立金の不足

理事の選任が困難

管理組合活動に無関心な区分所有者の増加

大規模修繕工事の実施

建替え

大規模な地震災害による建物の損壊

居住ルールを守らない居住者の増加

マンション内の犯罪の増加

高齢者や単身者の孤独死など

その他

特に不安はない

令和6年度調査 国調査（令和5年度）

（732件）

（915件）

（172件）

（71件）

（650件） （4029件）

（14件）
（189件）

（11件）
（64件）

（7件）
（20件）

（44件）
（189件）

（113件）
（629件）

（71件）
（438件）

（60件）
（425件）

（75件）
（421件）

（23件）
（129件）
（28件）

（252件）
（21件）

（268件）

（14件）
（6件）

（38件）

（4件）

（31件）
（70件）

（125件）

 

図 3-17 今後、管理運営をしていく上での不安な点（複数回答） 
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２２    沖縄県マンション管理実態調査(令和２年、平成 26 年、平成 20 年度)との比較

 

（１）沖縄県マンション管理実態調査（令和２年、平成 26 年、平成 20 年度）との比較 

 

１）沖縄県マンション管理実態調査(令和２年、平成 26 年、平成 20 年度)との比較 

アンケートの調査結果は、以下のとおりである。 

調査結果の検討にあたっては、平成 20年度及び平成 26 年度、令和２年度マンション管

理実態調査の結果と比較し、「マンション居住の状況」及び「マンション管理の状況」、「管

理組合の運営等」の３項目について考察した。 

 

２）マンション居住の状況 

①賃貸戸数割合 

令和６年度調査の結果は、県調査（平成 20 年度・平成 26 年度・令和２年度）と比較す

ると、賃貸戸数割合が「０％の管理組合」が令和２年度から 8.1 ポイント増加している。

また、「20％超の管理組合」が令和２年度から 14.7 ポイント減少している。 

24.7

16.6

9.7

40

57.3

50.7

52.7

47.3

18.0

32.7

37.6

12.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

令和2年度調査

平成26年度調査

平成20年度調査

0%の管理組合 0%超～20％の管理組合 20％超の管理組合

（300件）
（74件） （172件） （54件）

（205件）

（237件）

（165件）

（34件） （104件） （67件）

（23件） （125件） （89件）

（66件） （78件） （21件）

 
図 3-18 賃貸戸数割合 

②空室戸数割合 

令和６年度調査の結果は、県調査（平成 20 年度・平成 26 年度・令和２年度）と比較す

ると、空室戸数割合が「０％の管理組合」が令和２年度から 1.6 ポイント増加している。 

76.6 

75.0 

62.9 

89.7 

21.5 

22.4 

35.4 

9.1 

1.9 

2.6 

1.8 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

令和2年度調査

平成26年度調査

平成20年度調査

0%の管理組合 0%超～20％の管理組合 20％超の管理組合

（214件）
（164件） （46件）（4件）

（152件）

（229件）

（165件）

（114件） （34件）（4件）

（144件） （81件） （4件）

（148件） （15件）（2件）

 
3-19 空室戸数割合 
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３）マンション管理の状況 

①長期修繕計画の作成 

令和６年度調査の結果は、県調査（平成 20 年度・平成 26 年度・令和２年度）と比較す

ると、長期修繕計画を「作成している」管理組合が令和２年度から 29.6 ポイント減少し

ている。これは、これまでの継続調査にて「作成している」と回答していた管理組合が「作

成していない」に変わることは無いため、これまで把握できていなかった管理組合から回

答を得たことによるものと考えられる。件数でみても 107 件増加していることから、本県

にて未作成のマンション管理組合が相当数あるものと考えられる。 

52.4 

82.0 

74.6 

72.0 

47.6 

18.0 

25.4 

28.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

令和2年度調査

平成26年度調査

平成20年度調査

作成している 作成していない

（389件）
（204件） （185件）

（434件）

（295件）

（161件）

（356件） （78件）

（220件） （75件）

（116件） （45件）

 

図 3-20 長期修繕計画の作成 

 

②修繕積立金の算出根拠 

令和６年度調査の結果は、県調査（平成 20 年度・平成 26 年度・令和２年度）と比較す

ると、「長期修繕計画の必要額から算出」する管理組合が令和２年度から 23.5 ポイント減

少している。令和６年度の結果が平成 20年度及び平成 26年度と同程度であるため、全体

的な傾向に変化は無いと考えられる。また、令和６年度調査から新たに「分からない」と

いう選択肢を設けたところ、「分からない」と回答した管理組合が 26.7％いたことから、

理事長等の変更の際に算出根拠等が引き継がれていないことも想定される。 

49.5 

73.0 

49.3 

55.6 

7.6 

3.0 

11.2 

33.1 

8.7 

0.3 

9.3 

7.6 

23.8 

30.2 

11.3 

26.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

令和2年度調査

平成26年度調査

平成20年度調査

長期修繕計画の必要額から算出 管理費の一定割合
近隣の他のマンションの例を参考に決定 その他
分からない

（277件）
（137件） （74件）

（404件）

（268件）

（160件）

（295件） （96件）

（132件） （81件）

（89件） （53件）

（21件） （21件）（24件）

（1件）（12件）

（30件） （25件）

（18件）

 

図 3-21 修繕積立金の算出根拠 
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③マンションの老朽化問題についての対策 

令和６年度調査の結果は、県調査（平成 26 年度・令和２年度）と比較すると、マンシ

ョンの老朽化問題についての対策の「議論を行っている」管理組合が令和２年度から 11.9

ポイント増加している。 

一方で、議論した中においても「議論をしたが、具体的な検討をするに至っていない」

が令和２年度と同水準であることから老朽化対策に関する議論が実施に繋がっていない

状況となっている。 

 

28.7 

16.8 

55.9 

71.4 

83.2 

44.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

令和2年度調査

平成26年度調査

議論を行っている 議論を行っていない

（404件）
（100件） （249件）

（357件）

（162件） （128件）

（429件）

（290件）

（72件）

 

図 3-22 マンションの老朽化問題についての対策 

 

1.5 

61.2 

59.4 

78.9 

3.1 1.0 

2.9 

2.1 

33.7 

36.2 

19.0 

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

令和2年度調査

平成26年度調査

建替えの方向で議論し、具体的な検討をした

修繕・改修の方向で議論し、具体的な検討をした

建替えの方向、修繕・改修の方向の両方で議論し、修繕・改修の方向で具体的な検討をした

建替えの方向、修繕・改修の方向の両方で議論し、修繕・改修の方向で具体的な検討をした

議論はしたが、具体的な検討をするに至っていない

その他

（98件）
（60件） （1件）

（69件）

（142件）

（41件） （25件）

（112件） （3件）

（33件）（3件）

（2件）

（27件）

（1件）

（1件）

 

図 3-23 議論を行った内容 
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４）管理組合の運営等 

①管理者の選任 

令和６年度調査の結果は、管理者の選任を区分所有者の「理事長」としている管理組合

が 93.0％と最も高くなっており、これまでの県調査（平成 26 年度・令和２年度）と同様

な傾向となっている。 

 

93.0 

0.8 

0.6 

3.1 

0.6 

2.0 

95.7 

0.6 

1.5 

0.8 

0.0 

0.6 

0.9 

83.2 

4.6 

1.1 

9.5 

0.4 

1.1 

0.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

理事長

理事長以外の区分所有者

管理者を選任していない

マンション管理業者

分譲業者

マンション管理士

その他

令和6年度調査 令和2年度調査 平成26年度調査

（512件）

（332件）

（535件） （285件）

（3件）
（3件）

（13件）

（2件）
（8件）

（1件）

（11件）

（2件）

（5件）
（7件）

（1件）

（357件）

（237件）

（3件）

（4件）
（27件）

（0件）

（3件）
（3件）

 

図 3-24 管理者の選任 
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②専門家の活用状況 

令和６年度調査の結果は、専門家を「活用したことがない」管理組合が 79.7％と最も多

かった。また、活用した専門家は、マンション管理士が 9.7％と最も多く、次いで弁護士

が 9.1％、管理業務主任者が 4.1％となっている。 

 

9.1 

2.8 

9.7 

0.3 

2.8 

1.9 

0.3 

4.1 

1.3 

79.7 

6.1 

7.7 

6.9 

1.0 

1.2 

5.7 

23.7 

0.6 

54.8 

9.0 

9.7 

6.7 

0.7 

1.3 

10.7 

0.3 

69.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

弁護士

建築士

マンション管理士

公認会計士

税理士

司法書士

行政書士

管理業務主任者

その他

活用したことがない

令和6年度調査 令和2年度調査 平成26年度調査

（30件）
（29件）

（531件） （322件）

（38件）
（9件）

（31件）

（1件）
（5件）

（9件）

（6件）

（13件）

（3件）
（4件）

（1件）

（358件）

（27件）

（2件）

（6件）
（4件）

（1件）

（29件）

（34件）
（20件）

（28件）
（32件）

（117件）

（255件）
（270件）

（207件）

 

図 3-25 専門家の活用状況（複数回答） 
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③大規模災害への対応状況 

令和６年度調査の結果は、「消防設備等の点検の実施している」が 87.9％と最も多く、

次いで「定期的に防災訓練を実施」が 14.9％、「防災・災害対応策に関する情報を収集・

周知」が 13.3％となっている。令和２年度調査まで「特に何もしていない」が 62.6％と

最も高かったが、令和６年度調査では 10.2％と 52.4％ポイント減少しており、大規模災

害に向けた具体的な取組みが進んだものと思われる。 

 

6.4 

14.9 

6.4 

5.5 

6.9 

13.3 

87.9 

10.2 

31.9 

8.2 

4.2 

0.7 

1.8 

4.6 

0.9 

0.9 

0.2 

0.7 

62.6 

9.3 

16.9 

5.0 

12.3 

0.7 

2.0 

0.3 

2.3 

67.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

災害時の対応マニュアルを作成

定期的に防災訓練を実施

防災用品や医療品･医薬品を備蓄

生活用水の供給体制を確保

非常食や飲料水を備蓄

災害時の避難場所を周知

自主防災組織を組織

防災・災害対応策に関する情報を収集・

周知

高齢者等が入居する住居を記した防災

用名簿を作成

消防設備等の点検を実施している

その他

特に何もしていない

令和6年度調査 令和2年度調査 平成26年度調査

（175件）
（23件）

（640件） （350件）

（45件）
（54件）

（23件）

（4件）

（10件）

（25件）

（318件）

（4件）
（7件）

（548件）

（28件）

（20件）

（48件）

（51件）

（23件）
（15件）

（37件）

（5件）

（1件）

（343件）
（37件）

（203件）

（25件）

（1件）

（2件）

（5件）
（6件）

 
図 3-26 大規模災害への対応状況（複数回答） 
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④トラブルの発生状況 

令和６年度調査の結果は、「居住者間の行為、マナーをめぐるもの」が 51.6％と最も多

く、次いで「建物の不具合に係るもの」が 29.6％、「特にトラブルは発生していない」が

29.3％となっている。 

 

29.3 

51.6 

29.6 

2.4 

6.6 

19.2 

7.3 

8.4 

9.8 

58.9 

26.8 

23.0 

0.2 

2.9 

9.9 

22.7 

3.4 

3.9 

31.8 

40.6 

19.9 

0.7 

4.6 

23.8 

32.2 

5.2 

10.8 

0.0 20.0 40.0 60.0

特にトラブルは発生していない

居住者間の行為、マナーをめぐるもの

建物の不具合に係るもの

マンション管理業者に係るもの

近隣関係に係るもの

管理組合の運営に係るもの

費用負担に係るもの

管理規約に係るもの

その他

令和6年度調査 令和2年度調査 平成26年度調査

（244件）

（84件）

（628件） （485件）

（111件） （148件）

（85件）

（7件）

（2件）

（12件）

（94件）

（14件）
（24件）

（28件）

（471件）

（91件）

（1件）

（19件）

（41件）

（116件）

（95件）
（57件）

（13件）

（55件）

（92件）

（16件）
（31件）

（15件）

（68件）

（21件）

 

図 3-27 トラブルの発生状況（複数回答） 
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⑤居住者間のマナーをめぐるトラブルの具体的内容 

令和６年度調査の結果は、「違法駐車」が 24.4％と最も多く、次いで「生活音」18.8％、

「共用廊下等への私物の放置」が 16.7％、「ペット飼育」が 10.1％となっている。 

 

24.4 

7.7 

10.1 

18.8 

5.9 

16.7 

0.4 

5.6 

13.0 

9.4 

12.3 

16.4 

3.1 

10.9 

0.7 

2.2 

22.0 

15.0 

19.6 

23.1 

13.6 

21.0 

2.1 

0.0 10.0 20.0 30.0

違法駐車

違法駐輪

ペット飼育

生活音

バルコニーの使用方法

共用廊下等への私物の放置

高額な維持費用を要する共用部分の利用

すでに行われている民泊に関するトラブル

専有部分の修繕等

令和6年度調査 令和2年度調査 平成26年度調査

（63件）

（70件）

（628件） （485件）

（22件）
（39件）

（29件）

（54件）

（66件）

（13件）

（3件）

（1件）

（16件）

（471件）

（54件）

（68件）

（17件）

（45件）

（43件）

（39件）
（56件）

（39件）

（48件）

（9件）
（6件）

（60件）

 

図 3-28 居住者間のマナーをめぐるトラブルの具体的内容（複数回答） 
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⑥管理費等の滞納戸数割合 

令和６年度調査の結果は、県調査（平成 20 年度・平成 26 年度・令和２年度）と比較す

ると、滞納がある管理組合が令和２年度から 1.1ポイント増加している。 

 

40.4 

41.5 

46.7 

66.5 

59.6 

58.5 

53.3 

33.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査

令和2年度調査

平成26年度調査

平成20年度調査

滞納がない管理組合 滞納がある管理組合

（329件）
（133件） （196件）

（162件）

（107件） （54件）

（304件）

（161件）

（199件）
（340件）

（141件）

（142件）

 

図 3-29 管理費等の滞納戸数割合 


